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第94期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項一部訂正のお知らせ 

 

当社「第94期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項」に一部訂正すべき点が 

ございましたので、お詫び申し上げますとともに、下記の通り謹んで訂正させていただきます。 

なお、訂正箇所につきましては、下線を付して表示しております。 

 

記 

 

訂正箇所 

「第94期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項」 

連結注記表 

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記（4ページ） 

（3）固定資産の減損 

  ②会計上の見積りの内容に関する情報 

  【訂正前】 固定資産に減損の兆候がある場合には、当該資産又は資産グループの 

割引前将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の判定を実施しております。 

        固定資産の減損の要否の判定及び減損金額の判定において、将来キャッシュ・フロ

ー、割引率及び長期成長率について一定の仮定を設定しております。 

        割引前キャッシュ・フロー及び減損金額の測定の基礎となる回収可能価額の算定にあ

たっては、決算時点で入手可能な情報や資料に基づき合理的に判断しておりますが、将

来の会社の事業計画及び市場環境の変化により、上記仮定の見直しをすることで、減損

の認識及び測定の必要性が生じ、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与

える減損損失を計上する可能性があります。 

 

 

 



【訂正後】 固定資産に減損の兆候がある場合には、当該資産又は資産グループの 

割引前将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の判定を実施しております。 

      固定資産の減損の要否の判定及び減損金額の測定において、将来キャッシュ・フロ

ー、割引率及び長期成長率について一定の仮定を設定しております。 

      割引前キャッシュ・フロー及び減損金額の測定の基礎となる回収可能価額の算定にあ

たっては、決算時点で入手可能な情報や資料に基づき合理的に判断しておりますが、将

来の会社の事業計画及び市場環境の変化により、上記仮定の見直しをすることで、減損

の認識及び測定の必要性が生じ、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与

える可能性があります。 

 

個別注記表 

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記（10ページ） 

（3）固定資産の減損 

  ②会計上の見積りの内容に関する情報 

  【訂正前】 固定資産に減損の兆候がある場合には、当該資産又は資産グループの 

割引前将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の判定を実施しております。 

       固定資産の減損の要否の判定及び減損金額の判定において、将来キャッシュ・フロー、

割引率及び長期成長率について一定の仮定を設定しております。 

       割引前キャッシュ・フロー及び減損金額の測定の基礎となる回収可能価額の算定にあた

っては、決算時点で入手可能な情報や資料に基づき合理的に判断しておりますが、将来

の会社の事業計画及び市場環境の変化により、上記仮定の見直しをすることで、減損の

認識及び測定の必要性が生じ、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える減損損

失を計上する可能性があります。 

 

【訂正後】 固定資産に減損の兆候がある場合には、当該資産又は資産グループの 

割引前将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の判定を実施しております。 

     固定資産の減損の要否の判定及び減損金額の測定において、将来キャッシュ・フロー、

割引率及び長期成長率について一定の仮定を設定しております。 

       割引前キャッシュ・フロー及び減損金額の測定の基礎となる回収可能価額の算定にあた

っては、決算時点で入手可能な情報や資料に基づき合理的に判断しておりますが、将来

の会社の事業計画及び市場環境の変化により、上記仮定の見直しをすることで、減損の

認識及び測定の必要性が生じ、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性

があります。 

 

 

 

 



個別注記表 

Ⅶ．税効果会計に関する注記（12ページ） 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

( 1 )繰延税金資産 訂正前 訂正後 

賞 与 引 当 金 12,355千円 12,355千円 

減 損 損 失 累 計 額 169,011千円 169,011千円 

貸 倒 引 当 金 51,531千円 51,531千円 

退 職 給 付 引 当 金 245,082千円 245,082千円 

役員退職慰労引当金 5,329千円 5,329千円 

投資有価証券評価損 9,334千円 20,304千円 

関係会社株式評価損 60,513千円 60,513千円 

そ の 他 23,421千円 23,421千円 

繰延税金資産小計 576,580千円 587,550千円 

評 価 性 引 当 額 △299,861千円 △310,832千円 

繰延税金資産合計 276,718千円 276,718千円 

 

以上 


